







































2呼ばれる自治的な浦方組合が近世初期から組織され、霞ヶ浦の入会利用を原則として、漁業資源の管理や漁法・魚網の規制をおこない、持続可能な を維持していたことであった。この とは 中世以来の海夫の拠点であった津がそれぞれに自治的 組織となり、複数の津が集まって四十八津という自治組織をつくり、霞ヶ浦の漁場利用に関する掟書を定めていたことからも明らかである。しかし、近世に入り、幕府や水戸藩の占有漁場る「御留川」の設定に対して 四十八津は抵抗を試みたが容認せざるをえず その組織は幕末まで存在する のの弱体化していったと考えられている。とはいえ、この四十八津の存在は霞ヶ浦漁業の展開に大きな役割を果たし、この沿岸村々の生業構造を うえで欠かせな組織であったといえよう。　
近世の霞ヶ浦に関しては、大別して漁場の問題（漁業
組織・漁業生産・漁業資源管理・干拓など）や通船の問題（物資輸送など） 、沿岸農業と 関連などの究明が課題としてあり、そのいずれにも通底する課題（水行問題）もある。このため、究明すべき研究課題 山積しており、史料発掘を通じて近世の霞ヶ浦について さら
る研究の深化が期待される。　
本稿では、近世霞ヶ浦の漁場や通船、そして農業と密



































































































































































































べている。つまり、村々は霞ヶ浦が広大な でありながら落口が牛堀前の一か所しかなく しかも川幅が狭いので、下利根川流域で洪水が発生した場合に 横利根から霞ヶ浦の落口のほうに大 が逆流して、そのたびごとに川床が高くなって澪筋も埋まり 附洲ができて草が生え、必然的に地面が高くなって水害に見舞われるという悪循環に陥っていることを認識し いた。　
これを解決するため、霞ヶ浦周辺の一部村々では、安






































































































落口を浚渫し拡張するという大規模な土木工事 莫大な費用を必要としたことが考慮されたが、何よりも幕府自体が水行の問題解決に積極的であった と 大きな要因であったといえるだろう。　
当時の霞ヶ浦沿岸村々の困窮ぶりは、その一つである







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































高や新田高、十月に三給分の過去の年貢割付状写しを水行直し掛役人に提出した。このうち、尋問内容は①流作場・附洲・寄洲内で葭・萱が生えている反高場・見取場・野畑・萱畑で年貢や冥加永を上納している土地があれば、年貢割付状に引き合わせて申し立 ること、②流作場の水開き内で泥の掻き揚げ 小堤などがあった場合、水開きの支障有無の判断を仰いで理由を述べ、水除堤などを築いたならばその詳細も申し立てること、③流作場の水開き内で竹木を植えて冥加永 納入している場
合、年貢割付状に引き合わせてその詳細を申し立てること、④水開場へ家作している者がいた場合その現状を詳細に記し、その家数も報告すること、⑤水行の支障となる漁具などはすべて取り払うように命じて るが、これに従えない言い分がある場合にはその理由を申し立てること、⑥川筋の附洲・寄洲内に竹木や祠などがあって水開きの支障となるものがあった 合、その理由を申し立てること、などであった。　
三給村である三村では、⑤以外にはその実態がないと
返答しているが、⑤ ついては三給のうち二給の 「村々」から、古くから漁猟冥加永二五九文七分を領主 旗本水野美濃守へ、小鮒役永六五文九分を同じく深尾八太夫へ納入していたが 水行を妨げる漁具を仕掛ける漁業 禁じられたので、現在漁業はまったくしてい いと返答している。つまり、三給のうち二給「村々」は漁業営業に伴う冥加永を納入しながら、 を行うことができ事態となっていたのである。　
こうした状況下で、同年十月二日、普請役川久保又助、




































































































































浦の岸辺に繁茂した葭・蒲・真菰・藻草の刈り流しにあたっては、水行直し掛役人 指示に従い、それぞれの組合村々が高割で人足を差 出すこと、②麁朶巻・網代簀立・鱸鯛蒲巻・四つ手網・笹浸し（海老 鱣漁に用いる）など、水行に支障となる漁具を発見した場合 は漁具や漁船を引き揚げ、水行掛役人の廻村先へ通報すること、③村々の かで寄洲や浅瀬に村の利益にな だろうとの見込みで草を植えているところがあったならば、すぐに役人へ通報すること、④人家の近くで ても、水開きの場所へ風除・波除 の囲 をしていたならば、その者へ連絡して取り払わせ、もしそのままにしてい
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という排他的な自治組織が存在し、その資源利用・管理を相互の協議によって取り決めてきた。しかし、必ずしも沿岸村々 すべてが参加できたわけではなく、湖岸に面している であっ も入会漁業を行うことができなかった。このため、参加できない村々は違法操業をし、またその自治組織に組み込まれた村の地先漁業に進出することもみられた。こうして、四十八津 統率力は次第に切り崩され、天保期の水行直しという大工事とその後の維持・管理は四十八津と う組織 対応できるものではなく、より広域な流域村々の結集を必然化し、その組織がほとんど確認でき くなり、四十八津の組織力は後退していたのである。　
このように、霞ヶ浦の湖水環境は漁業にとどまるもの
































































































































































































































































































































































（（） 「天保二年下馬渡村霞ヶ浦水行直し御用留」 （ 『茨城県史料』近世社会経済編Ⅲ、一九八八年）五二二～五二八頁。
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（（） 「天保二年霞ヶ浦水行直し組合議定書」 （ 『茨城県史料』近世社会経済編Ⅲ、一九八八年）五二八～五三一頁。
（
（（）註（
（（）に同じ。
（
（0）右同。
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